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招集ご通知

証券コード４４４６
2026年10月13日

(電子提供措置の開始日2026年10月６日)
株　主　各　位

東京都千代田区外神田二丁目２番３号

L i n k - U グループ株式会社
代表取締役社長グループCEO 松 原 裕 樹

当社ウェブサイト
https://link-u.group/

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第13回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第13回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下
のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ」「株主総会」を順に選択いただき、
ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトに
も掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「Ｌｉｎｋ－Ｕグループ」
又は「コード」に当社証券コード「4446」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を
順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）
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招集ご通知

１．日 時 2026年10月28日（水曜日）午前10時　（開場午前９時30分）
２．場 所 東京都千代田区神田駿河台四丁目６番地

御茶ノ水ソラシティ　カンファレンスセンター１階　RoomB
３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第13期（2025年８月１日から2026年７月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第13期（2025年８月１日から2026年７月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する

業績連動型譲渡制限付株式報酬に係る報酬決定の件

　当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面（郵送）により事前に議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら「株主総会参考書類」（６頁～17頁）をご検討のうえ、
後記の「議決権行使についてのご案内」に基づき、2026年10月27日（火曜日）午後６時まで
に行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。
　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修
正後の事項を記載いたします。
　本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書
面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次の事項に関しましては、法令及び当社定
款第15条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。

・事業報告の「新株予約権等に関する事項」
・事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
・事業報告の「剰余金の配当等の決定に関する方針」
・連結計算書類の「連結持分変動計算書」
・連結計算書類の「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」
・計算書類の「個別注記表」
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招集ご通知

　したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人又
は監査等委員会が会計監査報告又は監査報告を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類及
び計算書類の一部であります。

　決議結果につきましては、書面による決議通知のご送付に代えて、当社ウェブサイトに掲載いたし
ます。あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネット等で議決
権を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

日　時 行使期限 行使期限

2026年10月28日（水曜日）
午前10時（受付開始:午前９時30分）

2026年10月27日（火曜日）
午後６時入力完了分まで

2026年10月27日（火曜日）
午後６時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第２号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

議決権行使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

・インターネット等及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし
てお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。２

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。１
議 決権行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議決権 行使書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。４

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。１

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

３

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

「次へすすむ」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前９時～午後９時）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位

1 ま つ

松
ば ら

原
 

　
ゆ う

裕
き

樹 代表取締役社長グループCEO 再 任
　

2 ひ ら

平
ふ み

文
 

　
ひ で

英
の り

徳 取締役副社長グループCOO 再 任
　

3 な い

内
と う

藤
 

　
ひ ろ

大
き

貴 執行役員グループCFO 新 任
　

4 す え

末
ひ ら

平
 

　
あ

ア
さ

サ 新 任 社 外
　

新 任 新任取締役候補者 再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者

株主総会参考書類

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（３名）は、本定時株主総会終
結の時をもって任期満了となります。つきましては、事業戦略をさらに強化するため１名を増員し、取締役４名
の選任をお願いするものであります。
　ただし、候補者の末平アサ氏の取締役選任の効力は、2026年９月14日開催の当社取締役会において決議され
た第三者割当による新株式発行（募集事項の詳細は2026年９月14日付「第三者割当による新株式の発行に関す
るお知らせ」をご参照ください。）の払込みが完了することを条件とし、当該払込みが本定時株主総会開催日後
となる場合には、払込みの完了日をもって当社の取締役に選任するものとします。なお、同氏の任期は、選任の
効力発生日にかかわらず、他の取締役と同一の時期に満了するものとします。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、すべての取締役候補者について適任であると判断して
おります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号

１ ま つ

松
 

 
ば ら

原
 

　
ゆ う

裕
 

 
き

樹 （1989年３月11日生） 所有する当社の株式数 …………4,435千株
　

再 任

　

［略歴、当社における地位及び担当］
    2011年    4 月 楽天株式会社（現楽天グループ株式

会社）入社
    2012年    2 月 株式会社サイバーエージェント入社
    2013年    4 月 株式会社電通入社
    2014年    12月 当社代表取締役社長
    2020年    3 月 株式会社HashPalette　代表取締役

社長
    2021年    3 月 株式会社Brightech　代表取締役社

長
    2021年    7 月 株式会社アムリンク　取締役
    2022年    1 月 株式会社HashPalette　取締役
    2022年    2 月 株式会社コンパス　取締役
    2022年    7 月 リベラルマーケティング株式会社　

取締役

    2022年    9 月 株式会社Studio Moon6　取締役
    2023年    3 月 株式会社REVELYA　取締役
    2023年    9 月 株式会社ビューン　取締役
    2024年    2 月 当社代表取締役グループCEO
    2024年    3 月 株式会社Link-U Marketing　代表

取締役CEO（現任）
    2024年    3 月 株式会社Romanz　取締役（現任）
    2025年    8 月 株式会社Link-U Products　取締役
    2026年    8 月 株式会社Link-U Technologies　代

表取締役CEO（現任）
    2026年    9 月 当 社 代 表 取 締 役 社 長 グ ル ー プ

CEO（現任）

　
［重要な兼職の状況］
株式会社Link-U Technologies　代表取締役CEO
株式会社Link-U Marketing　代表取締役CEO
株式会社Romanz　取締役

取締役候補者とした理由
松原裕樹氏は、2014年に代表取締役に就任して以降、当社グループの経営を指揮し、当社の主力事業
であるマンガサービスを中心に当社グループを大きく成長させてきました。
当社グループのさらなる成長のために、取締役として選任をお願いするものであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号

２ ひ ら

平
 

 
ふ み

文
 

　
ひ で

英
 

 
の り

徳 （1981年３月16日生） 所有する当社の株式数 …………………4千株
　

再 任

　

［略歴、当社における地位及び担当］
    2005年    4 月 ソフトバンクBB株式会社入社
    2017年    1 月 当社入社
    2017年    1 月 当社VaLa担当執行役員
    2022年    9 月 株式会社Studio Moon6　代表取締

役CEO
    2024年    6 月 株式会社ビューン　取締役（現任）

    2025年    4 月 当社執行役員グループ経営推進本部
長

    2025年    10月 当社取締役グループ事業統括
    2025年    11月 当社取締役グループ事業統括　兼　

執行役員グループ戦略室長
    2026年    9 月 当社取締役副社長グループCOO兼

執行役員グループ戦略室長（現任）　
［重要な兼職の状況］
株式会社ビューン　取締役

取締役候補者とした理由
平文英徳氏は、経営戦略及び事業戦略において高い専門性を有しており、2017年に当社に入社以降、
当社グループの事業開発に大きく寄与しております。
当社グループのさらなる成長のために、取締役として選任をお願いするものであります。

－ 8 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2026/09/29 15:37:51 / 26352175_Ｌｉｎｋ－Ｕグループ株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号

３ な い

内
 

 
と う

藤
 

　
ひ ろ

大
 

 
き

貴 （1986年７月11日生） 所有する当社の株式数 …………………－株
　

新 任

　

［略歴、当社における地位及び担当］
    2009年    4 月 有限責任あずさ監査法人入社
    2021年    8 月 株式会社Francfranc入社
    2021年    9 月 同社財務経理部長
    2024年    10月 株式会社アインファーマシーズ入社
    2024年    10月 株式会社アインホールディングス出

向 経理部長（Francfranc事業担
当）

    2025年    7 月 当社入社
    2025年    7 月 当社執行役員グループ財務経理本部

長

    2025年    11月 当社執行役員グループCFO　兼グ
ループ財務企画本部長

    2026年    8 月 株式会社Link-U Technologies　取
締役（現任）

    2026年    9 月 当社執行役員グループCFO　兼グ
ループ財務企画本部長　兼グループ
経営管理本部長（現任）

　
［重要な兼職の状況］
株式会社Link-U Technologies　取締役

取締役候補者とした理由
内藤大貴氏は、公認会計士としての専門的な知識と経験を有し、2025年に当社に入社以降、当社グル
ープの財務戦略及び経営管理の高度化に大きく寄与しております。
当社グループのさらなる企業価値の向上のために、取締役として選任をお願いするものであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号

４ す え

末
 

 
ひ ら

平
 

　
あ

ア
さ

サ （1974年８月１日生） 所有する当社の株式数 …………………－株
　

新 任

社 外

　

［略歴、当社における地位及び担当］
    1998年    9 月 株式会社ソニー・ミュージックエン

ターテインメント入社
    2002年    1 月 株式会社アニプレックス入社　バイ

スプレジデント　国際事業開発部門
担当

    2005年    3 月 Aniplex of America Inc.　バイス
プレジデント

    2015年    11月 Peppermint Anime GmbH　マネ
ージングディレクター

    2015年    11月 Wakanim SAS　マネージングディ
レクター

    2019年    12月 Crunchyroll, LLC　チーフ・コンテ
ンツ・オフィサー（CCO）（現
任）

    2025年    3 月 株式会社Hayate　取締役（現任）

　
［重要な兼職の状況］
Crunchyroll, LLC　チーフ・コンテンツ・オフィサー（CCO）
株式会社Hayate　取締役

取締役候補者とした理由
末平アサ氏は2026年9月14日付「第三者割当による新株式の発行に関するお知らせ」にて開示しまし
たとおり、当社と資本提携を行う予定であるクランチロール株式会社からの推薦により、社外取締役候
補者としたものであります。同氏はクランチロール株式会社の親会社であるCrunchyroll, LLCにおいて
チーフ・コンテンツ・オフィサーを務めており、また株式会社アニプレックスなどにおける豊富な経営
経験及び事業運営経験、グローバルなIP市場における専門的な知見を有しております。これらの経験と
知見を活かし、当社の経営陣による業務執行の監督及び当社のIP事業戦略に関する助言を行っていただ
くことを期待して、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、Crunchyroll, LLCは、
上記第三者割当による新株式の発行後に当社の議決権の7.03％を保有する予定であるクランチロール株
式会社の親会社であり、当社の業務提携先かつ主要な取引先（特定関係事業者）であります。その他、
同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。また、同氏は会社法第2条第15号に定める社外取締
役の要件を満たしておりますが、上記の関係を踏まえ、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
届け出る予定はありません。

（注）１．当社は、当社及び子会社の取締役・監査役を被保険者とした、会社法第430条の３第１項に規定す
る役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を保険会社との間で締結しており、保険料は特約部分も
含め全額当社が負担することとしておりますが、各取締役候補者が取締役に就任した場合には、当
該保険契約の被保険者に含められることとなります。なお、当社は、当該保険契約を次回更新時に
おいて同様の内容で更新する予定であります。

２．取締役候補者松原裕樹氏は、当社の主要株主であります。
３．当社は、末平アサ氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結する予定です。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第
425条第１項が定める最低責任限度額とします。
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（ご参考）取締役のスキル・マトリックス

氏名 地位 社外
当社が取締役に求める経験・知見

企業経営
経営戦略 テクノロジー グローバル 財務会計 法務

リスクマネジメント

松原　裕樹 代表取締役社長
グ ル ー プ C E O ● ●

平文　英徳 取 締 役 副 社 長
グ ル ー プ C O O ● ● ●

内藤　大貴 取締役グループ
C F O ● ● ●

末平　アサ 社 外 取 締 役 ● ● ●

安藤　伸次 社 外 取 締 役
常勤監査等委員 ● ● ●

塚田　英樹 社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 ● ● ●

萩生田　彩 社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 ● ● ●

（ご参考）取締役のスキル・マトリックス
　第１号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役のスキル・マトリックスは以下のとおりです。
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取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する業績連動型譲渡制限付株式報酬に係る報酬決定の件

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する業績連動型譲渡制
限付株式報酬に係る報酬決定の件
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、2025年10月29日開催の第12回定時株

主総会において、年額100百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）とご承認いた
だいております。
今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役

を除く。以下「対象取締役」という。）に、当社の中長期の業績目標達成度や勤務期間に応じて、当社の普通株
式等の交付を行うことにより、対象取締役の報酬と会社業績及び当社の株式価値との連動性をより明確にし、当
社の中期経営計画に定める業績目標の達成及び中長期的な業績の向上による企業価値の持続的な向上を図るイン
センティブを与えるとともに、株主との一層の価値共有を進めることを目的として、上記の報酬枠とは別枠に
て、対象取締役に対して、新たに業績連動型譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入するこ
とといたしたいと存じます。
　本制度に基づき、対象取締役に対して交付する当社の普通株式の数は、後述【本制度の概要】のとおり、対象
期間ごとに、取締役会において役位別の基準となる交付株式数（以下「基準交付株式数」という。）を定め、当
該基準交付株式数をもとに、業績目標達成度に応じて最終的に確定することとなります。
取締役会で予め定める業績評価の対象期間（以下「業績評価期間」という。）に関して、対象取締役に対して

交付する当社の普通株式の数の合計は業績評価期間当たり250,000株以内（後述のとおり、本制度に係る具体的
な業績評価期間については、原則として、中期経営計画の対象期間である４事業年度とすることを想定している
ため、実質的には、１事業年度当たり62,500株以内となります。）（ただし、本議案が承認可決された日以
降、当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合その他本
制度に基づき発行又は処分をされる当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、
合理的な範囲で調整する。以下同じ。）とし、業績評価期間に関して、対象取締役に対して支給する金銭債権
（当社の普通株式の交付のための現物出資財産）及び金銭の総額は、業績評価期間当たり750百万円以内（後述
のとおり、本制度に係る具体的な業績評価期間については、原則として、中期経営計画の対象期間である４事業
年度とすることを想定しているため、実質的には、１事業年度当たり187.5百万円以内となります。）（ただ
し、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）といたします。また、各対象取締役への具体的な支給時期
及び内容については、別途取締役会で決定することといたしますが、原則として、取締役会で予め定める業績評
価期間の経過後に、業績評価期間に対応した複数事業年度にわたる職務執行の対価に相当する分を一括して支給
する場合を想定して上記株式数の上限並びに金銭債権及び金銭の上限を設定しております。
　なお、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は３名（うち社外取締役０名）でありますが、第１
号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）は４名（うち社外取締役１名）となります。
また、株式の交付にあたっては、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本制度により支給される金銭

債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株式について発行又は処分を受けるものとし、これにより
発行又は処分をされる当社の普通株式の総数は業績評価期間当たり250,000株以内（後述のとおり、本制度に係
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取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する業績連動型譲渡制限付株式報酬に係る報酬決定の件

業績評価期間 2027年７月期から2030年７月期までの４年間
業績評価指標 連結営業利益

る具体的な業績評価期間については、原則として、中期経営計画の対象期間である４事業年度とすることを想定
しているため、実質的には、１事業年度当たり62,500株以内となります。）といたします。ただし、上記のと
おり、本制度に係る金銭債権は、取締役会で予め定める業績評価期間の経過後に、業績評価期間に対応した複数
事業年度にわたる職務執行の対価に相当する分を一括して支給することを想定しており、上記株式の総数につい
てもこのような場合を想定して定めております。
なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普

通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として対象取締役
に特に有利とならない範囲で当社の取締役会が決定した額といたします。

　また、本議案における報酬の内容、報酬額の上限、発行又は処分をされる当社の普通株式の総数その他の本議
案に基づく対象取締役への当社の普通株式の交付等の条件は、上記の目的、当社の業況、当社の取締役の個人別
の報酬等の内容に係る決定に関する方針（なお、本議案が承認可決された場合には、ご承認いただいた内容とも
整合するよう、当該方針を後述【ご参考】欄に記載の内容に変更する予定です。）その他諸般の事情を考慮して
決定されており、相当であると考えております。

【本制度の概要】
本制度は、対象取締役に対し、業績評価期間開始後の最初に開催される定時株主総会の日から、業績評価期間

終了後の最初に開催される定時株主総会終結時点の直前時までの期間（以下「対象期間」という。）に係る報酬
として、当社の中期経営計画に基づく業績の達成度合いに応じて、業績評価期間終了後に当社の普通株式を交付
する業績連動型の株式報酬制度です。具体的な業績評価期間については、原則として、中期経営計画の対象期間
である４事業年度とし、また、業績指標（以下「業績評価指標」という。）については、中期経営計画で採用し
た１乃至複数の業績指標の範囲において、当社の取締役会において予め定めるものといたします。
　なお、当初の業績評価期間及び業績評価指標は、下表を予定しておりますが、当初の業績評価期間終了後も、
本議案で承認を受けた範囲内で、本制度の実施を継続できるものといたします。

＜ご参考：当初の業績評価期間及び業績評価指標＞

（１）交付する株式数及び金銭債権の額の算定方法
① 金銭債権の額の算定方法

各対象取締役に対して支給される金銭債権の額は、本制度により対象取締役に対して最終的に発行又
は処分する当社の普通株式の数（本制度において、以下「最終交付株式数」という。）に、１株当た
りの払込金額を乗じた額といたします。
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取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する業績連動型譲渡制限付株式報酬に係る報酬決定の件

② 最終交付株式数の算定方法
最終交付株式数は、基準交付株式数を業績評価期間に応じた事業年度の数で除した数に、対象期間に
おける在任期間に応じて算出される在任期間比率や対象期間における対象取締役の役位に応じた役位
調整比率及び業績評価指標に基づき設定される業績目標の達成度を乗じた結果算出される株式数（以
下「１事業年度当たりの交付株式数」という。）を、業績評価期間中の各事業年度ごとに算出し、そ
の合計数といたします。

１事業年度当たりの交付株式数（※１）＝
基準交付株式数（※２）÷業績評価期間の事業年度数×業績目標達成度（※３）×在任期間比率（※
２）×役位調整比率（※２）

　（※１）計算の結果、１株未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てるものといたします。ただし、上
記計算式により算出された結果、各対象取締役に対する最終交付株式数の合計がその上限数
（250,000株）を超えるおそれがある場合又は当該最終交付株式数の合計に基づき算出される
各対象取締役に対して支給される金銭債権の額の合計が本制度に基づき支給された金銭の額と合
わせてその上限額（750百万円）を超えるおそれがある場合には、当該上限数及び上限額を超え
ない範囲で、各対象取締役に対する最終交付株式数を按分比例等の合理的な方法により減少させ
ることといたします。

　（※２）当社の取締役会において予め定めるものといたします。
　（※３）業績評価期間中の各事業年度の業績評価指標の達成度に応じて、０％～125％の範囲で、当社の

取締役会において予め定めるものといたします。

（２）対象取締役に対する当社の普通株式の交付条件
当社は、原則として、対象取締役が以下の要件を満たした場合に、対象期間終了後、対象取締役に対し

て、上記（１）に基づき算出される数の当社の普通株式の交付をいたします。
① 対象取締役が、対象期間中、継続して、当社の取締役その他当社の取締役会が定める地位にあったこ

と
② 当社の取締役会で定める一定の非違行為がなかったこと
③ その他当社の取締役会が本制度の趣旨を達成するために必要と認める要件を充足すること
なお、対象期間の開始後、業績評価期間中に対象取締役の役位に変更があった場合又は新たに対象取締

役に就任した者が存在する場合には、基準交付株式数を基礎に、その役位の変更時期、在任時期及び在任
期間等に応じて合理的に調整した数の当社の普通株式の交付をいたします。
また、対象期間中に、対象取締役が正当な理由により退任した場合（死亡により退任した場合を除

く。）には、基準交付株式数を基礎に、当該退任時までの業績目標達成度や役位調整比率、当該対象取締
役の在任期間に応じて合理的に調整した数の当社の普通株式及び当該調整された数に１株当たりの払込金
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取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する業績連動型譲渡制限付株式報酬に係る報酬決定の件

額を乗じた額の金銭債権（当社の普通株式の交付のための現物出資財産）、又は、当社の普通株式に代わ
り、当該合理的に調整した数に、当該対象取締役が退任した日における東京証券取引所における当社の普
通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を乗じて得られる
額の金銭を当社の取締役会決議により発行若しくは処分又は支給いたします。また、退任時期に応じて、
当社の普通株式を交付する時期を合理的に調整いたします。対象期間中又は対象期間の終了後当社の普通
株式の発行又は処分に係る取締役会決議の日までに、対象取締役が死亡により退任した場合には、当社の
普通株式に代わり、金銭を支給するものといたします。当該対象取締役に支給する金銭の額は、上記金銭
債権に係る総額の範囲内において、基準交付株式数を基礎に、当該退任時までの業績目標達成度や役位調
整比率、当該対象取締役の在任期間に応じて合理的に調整した数に、当該対象取締役が退任した日におけ
る東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直
近取引日の終値）を乗じて得られる金額といたします。
なお、本制度に基づき対象取締役に対し交付する普通株式の数並びに支給する金銭債権及び金銭の額の

合計額は、業績評価期間当たり250,000株及び業績評価期間当たり750百万円を上限とし、当該金額を超
えるおそれがある場合には、当該上限数及び上限額を超えない範囲で、各対象取締役に対し交付する普通
株式の数並びに支給する金銭債権及び金銭の額を按分比例等の合理的な方法により減少させることといた
します。
本制度に基づき当社の普通株式の発行又は処分並びにその現物出資財産としての金銭債権の支給にあた

っては、当社と対象取締役との間で、下記（３）に記載の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本
割当契約」という。）を締結することを条件といたします。ただし、対象取締役が当該普通株式の発行又
は処分並びにその現物出資財産としての金銭債権の支給を受ける時点において、当社の取締役その他当社
の取締役会が定めるいずれの地位にもない場合はこの限りではありません。

（３）譲渡制限付株式割当契約の概要
① 譲渡制限期間

対象取締役は、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」という。）の払
込期日から当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予め定める地位を退任又は退職し
た直後の時点までの間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当株式について、譲渡、担保権の設定そ
の他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。

② 譲渡制限の解除等
対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予め定

める地位を退任又は退職した場合には、その退任又は退職につき、任期満了、死亡その他の正当な理由が
ある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。なお、当社は、対象取締役が、任期満
了、死亡その他の正当な理由により、上記に定める地位を退任又は退職した場合には、本割当株式の全部
について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。
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取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する業績連動型譲渡制限付株式報酬に係る報酬決定の件

③ 組織再編等における取扱い
上記①の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全

子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただ
し、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で
承認された場合には、当社の取締役会決議により、本割当株式の全部について、当該組織再編等の効力発
生日に先立ち、譲渡制限を解除する。

④ その他の事項
本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。

（４）組織再編等における取扱い
当社は、対象期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株

式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の
株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合（ただし、当該組織
再編等の効力発生日が本制度に基づく当社の普通株式の発行又は処分の日より前に到来することが予定さ
れているときに限る。）、当社の普通株式に代わり、基準交付株式数を基礎に、業績評価期間の開始日か
ら当該組織再編等の承認の日までの期間等に応じて合理的に調整した数に、当該組織再編等の承認日の前
営業日の東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先
立つ直近取引日の終値）を乗じて得られた金額の金銭を支給いたします。なお、上記金銭債権の額の上限
及び金銭の額の上限にかかわらず、かかる場合において対象取締役に支給する金銭の額の合計額は、業績
評価期間当たり750百万円以内とし、当該金額を超えるおそれがある場合には、当該上限額を超えない範囲
で、各対象取締役に対する金銭の支給額を按分比例等の合理的な方法により減少させることといたしま
す。

【ご参考】執行役員等に対する業績連動型譲渡制限付株式報酬制度の導入
本議案が原案どおり承認可決された場合には、対象取締役のほか、当社の取締役を兼務しない執行役員並びに当
社子会社の取締役及び取締役を兼務しない執行役員その他本部長職等の重要な使用人に対しても、対象取締役に
対するものと同様の制度を導入する予定です。

【ご参考】取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針の変更案
１．基本方針
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の報酬は、株主総会で決議された総枠の範囲内

で、企業価値の持続的な向上に資するものであって、優秀な人材の確保・維持が可能となるような報酬水準およ
び報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とす
る。具体的には、取締役の報酬は、基本報酬および業績連動型譲渡制限付株式報酬で構成する。ただし、取締役
の株式の保有状況等に応じて、一部の取締役に対して業績連動型譲渡制限付株式報酬を支給しない場合があるも
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取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する業績連動型譲渡制限付株式報酬に係る報酬決定の件

のとする。なお、社外取締役の報酬は、その職務および役割に鑑みて、基本報酬のみとする。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に
関する方針を含む。）
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、当社の業績、各取締役の役割における責務と貢献度、他社

水準、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

３．業績連動報酬の業績指標の内容および額または数の算定方法等、非金銭報酬の内容および額もしくは数また
はその算定方法等の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）
業績連動型譲渡制限付株式報酬は、当社の中長期の業績目標達成度や勤務期間に応じて、当社の普通株式等の

交付を行うことにより、これらの者の報酬と会社業績および当社の株式価値との連動性をより明確にし、当社の
中期経営計画に定める業績目標の達成および中長期的な業績の向上による企業価値の持続的な向上を図るインセ
ンティブを与えるとともに、株主との一層の価値共有を進めることを目的とした、中長期インセンティブの業績
連動型の株式報酬とする。原則として、中期経営計画の対象である事業年度を業績評価期間として、各取締役の
役割に応じて設定された基準交付株式数を基に、業績評価期間の業績目標の達成度等に応じて、業績評価期間の
終了後に、当社の取締役に対して、原則として当社または当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会が予
め定める地位を退任または退職した直後の時点までを譲渡制限期間とする譲渡制限付株式を交付する。
なお、業績目標の指標は、主に、中期経営計画に定める連結営業利益を採用する。

４．各種類の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
業績連動型譲渡制限付株式報酬については、中期経営計画に定める業績目標の達成のためのインセンティブと

して機能することを踏まえた支給割合とするものとし、中長期的観点からは、固定報酬の割合を縮減し、業績連
動報酬の割合を高めていくよう見直しを検討していくものとする。ただし、社外取締役の報酬については、固定
報酬のみとする。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法に関する方針
　各取締役の個人別の報酬の内容については取締役会の決議により決定する。

以上
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当事業年度の事業の状況

(2025年８月 1 日から
2026年７月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当社グループは、「あらゆる価値を解放し、ココロ震える体験を世界に。」というグループパ

ーパスのもと、自社設計のオリジナルサーバーによる圧倒的なコスト競争力と高速なデータ転
送速度、ならびに大手出版社との強固なリレーションと長期運用実績を強みとしております。
これにより、多くのコンテンツホルダーのDX推進パートナーとして、事業領域を拡大してまい
りました。

マンガサービス事業におきましては、国内市場が成熟・競争激化する厳しい環境認識のも
と、効率的な広告宣伝等の施策により国内サービスの収益改善を実現しつつ、成長の軸足を海
外市場へシフトいたしました。特に海外展開においては、世界最大規模の会員数を有するアニ
メブランドであるCrunchyroll, LLCと2025年９月に業務提携し、同年10月に海外向けマンガ
サービス「Crunchyroll Manga」を北米にて提供開始いたしました。この結果、マンガサービ
ス事業における海外売上比率は17.2％（前年同期10.3％）まで上昇し、当事業年度を通じて過
去最高収益の更新を継続しております。

制作事業におきましても、事業全体として通期で過去最高収益を計上いたしました。このう
ちコンテンツ領域においては、主力タイトルに加え新作タイトルも好調に推移し、当事業年度
の後半において過去最高収益を計上いたしました。また、開発領域においても今後の収益性を
高めるべく、エンジニアの役割を「AIへの的確な指示とマネジメント」へと変革させ、AI駆動
型の開発体制への移行を推進した結果、技術開発売上の拡大に寄与しました。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上収益4,800,392千円（前期比99.3％）、営業
損失382,566千円（前期は326,968千円の営業利益）、税引前当期損失380,737千円（前期は
308,943千円の税引前当期利益）、親会社の所有者に帰属する当期損失554,815千円（前期は
147,986千円の親会社の所有者に帰属する当期利益）となりました。

営業損益については、本来の収益力を示す調整後営業利益は403,056千円（前期比
142.8％）と前期を大きく上回ったものの、マーケティング事業における「選択と集中」に伴
う事業規模の縮小に伴い、連結子会社である株式会社Romanzに係るのれん745,186千円を含
む減損損失767,242千円を計上したことにより、営業損失を計上する結果となりました。

なお、当社グループはインターネットサービス事業の単一セグメントであるため、セグメン
トごとの記載はしておりません。
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当事業年度の事業の状況

② 設備投資の状況
　当連結会計年度においては、主として、Crunchyroll向けサービスに係るソフトウエア開発
及びサーバー設備の取得により総額299,101千円の設備投資を行いました。
　なお、所要資金については、自己資金を充当いたしました。

③ 資金調達の状況
　該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　当社は、2025年８月１日を効力発生日として、自社プロダクトの企画・開発・運営に係る
事業を株式会社Link-U Productsに承継させる会社分割（簡易新設分割）を行いました。

⑤ 他の会社の事業の譲受の状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、当連結会計年度の期首である2025年８月１日を効力発生日として、自社プロダク
トの企画・開発・運営に係る事業を会社分割（簡易新設分割）により承継させる株式会社
Link-U Productsを新たに設立したため、当連結会計年度より同社を連結の範囲に含めており
ます。
　前連結会計年度において連結子会社であった株式会社Brightech及び同社の完全子会社であ
るバリューコンサルティング株式会社は、2026年７月31日付で株式会社Brightechの全株式
を譲渡したため、連結の範囲から除いております。
　前連結会計年度において連結子会社（特定子会社）であった株式会社コンパスは、2026年
７月31日付で当社が派遣していた取締役が退任したことにより、当社の役員が同社の取締役
会の過半数を占める状況ではなくなり、当社による実質的な支配が認められなくなったため、
連結の範囲から除き、持分法適用の関連会社としております。
　なお、上記３社に対する支配を喪失した日は2026年７月31日であるため、当連結会計年度
の連結損益計算書には同日までの経営成績を含めており、当連結会計年度末の連結財政状態計
算書には同３社の資産及び負債を含めておりません。
　当連結会計年度において、新たにアトラクル有限責任事業組合及びAtlacle投資事業有限責
任組合に対して出資を行い、これらに対して重要な影響力を有することとなったため、持分法
適用の範囲に含めております。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分

第 10 期
(2023年7月期)

第 11 期
(2024年7月期)

第 12 期
(2025年7月期)

第 13 期
(当連結会計年度)
(2026年7月期)

日本基準 日本基準 IFRS会計基準 IFRS会計基準 IFRS会計基準

売上高又は売上収益(千円) 3,129,985 3,662,056 3,671,858 4,835,406 4,800,392

営業利益（△損失）(千円) 434,040 353,677 312,231 326,968 △382,566

経 常 利 益(千円) 397,273 375,480 － － －
親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社
の所有者に帰属する当
期 利 益 （ △ 損 失 ）

(千円) 204,263 229,747 157,362 147,986 △554,815

１株当たり当期純利益又は
基本的１株当たり当期利益
（ △ 損 失 ）

(円) 14.44 16.21 11.10 10.44 △39.14

総資産又は資産合計(千円) 4,098,898 4,638,134 5,040,930 5,720,877 4,865,892

純資産又は資本合計(千円) 2,313,759 2,775,590 2,885,885 2,629,418 2,289,532
１株当たり純資産又は
１株当たり親会社所有
者 帰 属 持 分

(円) 160.13 175.37 182.67 182.69 161.52

⑵ 財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

(注) １．第12期より国際会計基準（以下「IFRS会計基準」という。）を適用して連結計算書類を作
成しております。また、ご参考までに第11期のIFRS会計基準に準拠した数値も併記してお
ります。

２．科目名の表記が日本基準とIFRS会計基準とで異なる場合は、両方を併記しております。
３．１株当たり当期純利益又は基本的１株当たり当期利益（△損失）は、自己株式を控除した

期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産又は１株当たり親会社所有者帰属持分
は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

４．記載金額（１株当たり純資産又は１株当たり親会社所有者帰属持分及び１株当たり当期純
利益又は基本的１株当たり当期利益（△損失）は除く）は、千円未満を切り捨てて記載し
ております。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分 第 10 期
(2023年7月期)

第 11 期
(2024年7月期)

第 12 期
(2025年7月期)

第 13 期
(当事業年度)

(2026年7月期)
売 上 高(千円) 2,286,235 1,880,569 921,029 703,258
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）(千円) 390,057 224,687 △116,615 121,647
当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△）(千円) 263,339 △43,776 △96,897 △578,283
１株当たり当期純利益又は
当 期 純 損 失 （ △ ） (円) 18.62 △3.09 △6.84 △40.80

総 資 産(千円) 3,956,872 2,967,432 3,652,007 3,004,669

純 資 産(千円) 2,542,269 2,498,663 2,401,955 1,823,683

１株当たり純資産 (円) 179.39 176.30 169.46 128.65

②　当社の財産及び損益の状況

(注) １．１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中平均発行済株式
総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出し
ております。

２．記載金額（１株当たり純資産及び１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）は除く）
は、千円未満を切り捨てて記載しております。

３．当社は、持株会社体制への移行に伴い、2024年３月１日付で吸収分割方式による会社分
割を実施したため、第10期と第11期の実績との間には大幅な変動が生じております。

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
　①　親会社の状況
　　　該当事項はありません。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 Link-U 
Technologies 51百万円 100.0％ サーバープラットフォ

ーム事業

株 式 会 社 Link-U 
Marketing 1百万円 100.0％ マーケティング事業

株式会社Romanz 0百万円 －％
（100.0％）

Vtuber・ ス ト リ ー マ
ーを活用したプロモー
ションイベント企画

株式会社ビューン 49百万円 100.0％
インターネットを利用
したコンテンツ配信サ
ービス

株 式 会 社 Link-U 
Products 10百万円 100.0％ アプリケーションその

他ソフトウエアの販売

特定完全子会社の名称 株式会社ビューン
特定完全子会社の住所 東京都千代田区神田錦町三丁目13番7号
当社及び当社の完全子会社等における特
定完全子会社の株式の帳簿価額 845,045千円

当社の総資産額 3,004,669千円

　②　重要な子会社の状況

（注）１．議決権比率の欄の（ ）内は間接保有比率であり内数であります。
２．2025年８月１日を効力発生日として、自社プロダクトの企画・開発・運営に係る事業

を会社分割（簡易新設分割）により承継させる株式会社Link-U Productsを新たに設立
したため、当連結会計年度より同社を連結の範囲に含めております。

３．連結子会社であった株式会社Brightech及び同社の完全子会社であるバリューコンサル
ティング株式会社は、2026年７月31日付で株式会社Brightechの全株式を譲渡したた
め、連結の範囲から除いております。

４．株式会社コンパスは、2026年７月31日付で当社が派遣していた取締役が退任したこと
により、当社の役員が同社の取締役会の過半数を占める状況ではなくなり、当社による
実質的な支配が認められなくなったため、連結の範囲から除き、持分法適用の関連会社
としております。

５．当事業年度末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。
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対処すべき課題、主要な事業内容

⑷ 対処すべき課題
　当社グループは、「あらゆる価値を解放し、ココロ震える体験を世界に。」というグループパ
ーパスのもと、サーバープラットフォーム事業や国内・海外向けマンガサービスの開発・運営、
マンガ・Webtoonのコンテンツ制作等を行っております。その中で培ったサーバーインフラ技
術、データ処理技術及びコンテンツ処理技術等を強みとして、事業規模を拡大してまいりまし
た。
　５Gの商用サービスの開始以降、移動通信システムのトラヒック量は飛躍的に増加しており、
今後もさらに大容量データの配信が容易になるものと予測しております。そのような状況下にお
いて、引き続き、当社グループの強みである大量のデータを高速かつ安価に捌けることの優位性
も比例して高まっていくと考えております。
　このような環境の中、当社グループのマンガサービスにおいて、継続して積極投資を進めると
ともに、国内のみに限らず海外の新規サービス獲得に取り組んでまいります。また、近年、日本
各地で地震が増加していることや大規模な地震の発生が予測されていることを踏まえ、地震の事
前予測を行うサービスの運営を行うなど、これからの社会のニーズを捉えた情報コンテンツの拡
大及び開発に取り組んでまいります。
　このように既存事業の収益力向上に努めるとともに、汎用的に応用可能な技術を活用し、マン
ガに限らず多様なコンテンツを配信する新規サービスにも取り組むことや、新たなマーケティン
グ手法を活用していくことで、収益力の基盤を固めつつ、新たな収益力の基盤を構築し、企業価
値の向上に努めてまいります。

　このような認識のもと、当社グループは2026年９月に中期経営計画2030（2027年７月期か
ら2030年７月期まで）を策定いたしました。「IP価値の最大化」を大方針に掲げ、最終年度で
ある2030年７月期において売上収益80億円、営業利益16億円、営業利益率20％を目指してま
いります。
　あわせて、2027年７月期より事業区分を「マンガプラットフォーム」「コンテンツソリュー
ション」「ライフスタイル」の３区分に再編し、各事業の位置づけと成長戦略を明確にしたうえ
で経営資源の配分を最適化してまいります。
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対処すべき課題、主要な事業内容

　そのため当社では下記の事項の取り組みを進めております。

①システム技術の強化
当社グループのサービスとして、電子認証、大量データ配信に対応したシステムを提供して

おります。今後、予想される更なる、１人当たりデータ配信量の増加、ユーザー数の増加、
IoTデバイス等の新たなデバイスに対応した新しい技術の開発に取り組んでまいります。

②新たなコンテンツホルダーとの契約の実現
当社グループの主力事業であるコンテンツビジネスにおいて、継続的な成長のためには、今

まで取扱いができなかったコンテンツホルダーと契約して、商材としての知名度が高く人気の
あるコンテンツを獲得することで、コンテンツを拡充していくことが不可欠であると考えてお
ります。したがって、これまでのマンガを中心とした画像配信に加え、今後は動画・音楽等の
分野において新たなコンテンツホルダーとの契約の実現を目指してまいります。

③将来に向けた新規事業・技術力向上について
当社グループが事業を展開するインターネット業界においては、ボーダレス化の加速や競合

企業の台頭など、市場環境や顧客ニーズ、競合他社の状況が常に変化しており、今後も変化の
激しい事業環境になることが想定されます。このような事業環境においては、将来を見据えた
新規事業の創出や技術キャッチアップは重要な課題であると考えております。
今後、当社グループの中長期の競争力確保につながる技術力の向上及びノウハウの蓄積を積

極的かつ継続的に行うとともに、新規事業開発にも取り組んでまいります。

④海外事業展開の推進
当社グループは主に国内で事業展開しておりますが、多くの優良なコンテンツを抱える日本

の電子書籍業界においては、ボーダレス化が進みグローバル市場での事業展開が加速していく
ものと思われます。当社グループとしても日本の電子書籍コンテンツを海外配信するため業務
体制を強化し、世界に向けたビジネスを展開していきたいと考えております。そのためには、
日本の優良なコンテンツを翻訳し、それを配信していくプラットフォームの確立を進めてまい
ります。

⑤優秀な人材の確保
当社グループは、情報処理安全確保支援士をはじめとした国家資格を有するエンジニアが多

く在籍しているものの、クライアントの更なる拡大を図るためには、引き続き優秀な人材を確
保し育成することが重要であると考えております。
人材獲得競争は今後も厳しい状況が続くと思われますが、当社グループとしましては、優秀
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対処すべき課題、主要な事業内容

な人材を惹きつけられるように、幹部役員・社員への株式報酬制度や、社内教育制度の整備、
福利厚生の充実を図っていくとともに、サービスの提供を通じて業界での存在感をさらに高
め、会社の魅力を訴求していくことで採用強化につなげたいと考えております。

⑥知的財産権について
当社グループは、これまで第三者の知的財産権に関してこれを侵害することのないよう対応

してまいりました。しかしながら、当社グループの事業拡大に伴い、知的財産権の取扱いが増
加することから、第三者の知的財産権を侵害することのないよう知的財産権への理解をさらに
深め、管理体制の強化に努めてまいります。

⑦内部管理体制の強化
当社グループが今後更なる業容拡大を図るためには、各種業務の標準化と効率化の徹底を図

ることにより、事業基盤を確立することが重要な課題であると認識しております。また、新た
に当社グループへ参入する子会社等も増えていくため、既存グループ同様の内部管理体制を運
営していく必要があります。そのため、適切かつ効率的な業務運営を遂行するために、従業員
に対し業務フローやコンプライアンス等を周知徹底させ、内部管理体制の強化をするととも
に、業務の有効性、効率性及び適正性の確保に努めてまいります。

⑧グループシナジーの創出
当社グループは、企業価値の向上に資する戦略的アライアンスを推進し、グループシナジー

の創出に取り組んでまいります。M&Aの機会があった場合には、グループが保有する事業や技
術とのシナジーを考慮したうえで、ターゲット企業に対して事業の評価を行うことで、グルー
プでの利益最大化と収益基盤の確立を実現したいと考えております。

⑸ 主要な事業内容（2026年７月31日現在）
　当社グループは、「あらゆる価値を解放し、ココロ震える体験を世界に。」というグループパ
ーパスのもと、サーバープラットフォーム事業や国内・海外向けマンガサービスの開発・運営、
マンガ・Webtoonのコンテンツ制作等を行っております。
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主要な事業所、従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

本 社 東京都千代田区

株 式 会 社 L i n k - U 
T e c h n o l o g i e s 東京都千代田区

株 式 会 社 L i n k - U
M a r k e t i n g 東京都千代田区

株 式 会 社 R o m a n z 東京都千代田区

株 式 会 社 ビ ュ ー ン 東京都千代田区

株 式 会 社 L i n k - U
P r o d u c t s 東京都千代田区

⑹ 主要な事業所（2026年７月31日現在）
①　当社

②　子会社

（注）株式会社Link-U Productsは、Link-Uグループ株式会社から会社分割（簡易新設分割）
する形で2025年８月１日付で設立いたしました。

⑺ 従業員の状況（2026年７月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況　　　171（20）名（前連結会計年度末比22名減）

（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外か
ら当社グループへの出向者を含む）であり、平均臨時雇用者数（アルバイト含む。）は最近1年
の平均人員を（　）外数にて記載しております。

２．従業員数には持分法適用会社を含めておりません。
３．従業員の減少の主な理由は、連結子会社の異動(除外)に伴うものであります。
４．当社グループはインターネットサービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載

はしておりません。
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主要な事業所、従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

従業員数（名） 前期末比増減 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）
25（1） 10名減 37.4 2.7

②　当社の従業員の状況

（注）１．従業員数は就業人員数（当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含む）
であり、平均臨時雇用者数（アルバイト含む。）は最近１年の平均人員を（　）外数にて記載し
ております。

２．従業員の減少の主な理由は、グループ全体での人員体制強化の一環として当社グループ会社への
出向および転籍が増加したためであります。

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 648,339千円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 240,016千円
株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 200,000千円
株 式 会 社 り そ な 銀 行 118,016千円
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 100,000千円

⑻ 主要な借入先の状況（2026年７月31日現在）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、2025年10月29日開催の第12回定時株主総会における定款一部変更の決議に基づ
き、同日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行いたしました。これにより、
取締役会の監督機能の強化と意思決定の迅速化を図っております。
　また、当社は、当社グループの事業規模、株主構成及び今後の経営資源の配分等を総合的に
勘案し、スタンダード市場を選択することが当社の企業価値の持続的な向上に資すると判断し
たことから、市場区分の変更を申請のうえ、2026年７月２日付で株式会社東京証券取引所プ
ライム市場からスタンダード市場へ移行いたしました。
　また、当社は、2026年９月14日開催の取締役会において、クランチロール株式会社との間
で資本提携契約を締結すること、及び同社を割当予定先とする第三者割当による新株式発行を
行うことを決議いたしました。
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会社の現況

① 発行可能株式総数 50,400,000株
② 発行済株式の総数 14,175,300株
③ 株主数 6,062名

株 主 名 持 株 数 （ 千 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

松 原 裕 樹 4,435 31.29

山 田 剛 史 2,931 20.68

Ａｐｏｌｌｏ　Ｃａｐｉｔａｌ　Ｃｏｎｔｅｎ 1,220 8.61

株 式 会 社 メ デ ィ ア シ ー ク 1,112 7.85
ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ
１ ３ ４ ０ ８ ８ 327 2.31

前 田 有 幾 180 1.27

株 式 会 社 セ レ ス 126 0.89
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（ 信 託 口 ） 123 0.87

有 限 会 社 平 山 商 会 100 0.71
ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴ　
ＪＰＲＤ　ＡＣ　ＩＳＧ　（ＦＥ－ＡＣ） 64 0.46

２. 会社の現況
⑴　株式の状況（2026年７月31日現在）

④ 大株主

(注)１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は自己株式（68株）を控除して計算しております。
３．新株予約権の行使により、発行済株式の総数は、前事業年度末より2,400株増加し、

14,175,300株となっております。
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 グ ル ー プ
Ｃ Ｅ Ｏ 松 原 裕 樹 株式会社Link-U Marketing　代表取締役CEO

株式会社Romanz　取締役

取締役グループ管理統括 藤 田 貴 弘
執行役員グループ経営管理部長
株式会社Link-U Marketing　取締役
株式会社コンパス　取締役
株式会社Link-U Products　取締役

取締役グループ事業統括 平 文 英 徳 執行役員グループ戦略室長
株式会社ビューン　取締役

取 締 役
（ 常 勤 監 査 等 委 員 ） 安 藤 伸 次 株式会社Link-U Technologies　監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 塚 田 英 樹

塚田会計事務所　所長
監査法人クレア　社員
弥生株式会社　社外監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 萩 生 田 彩 NEXTi法律会計事務所　代表弁護士

株式会社CREA LEGAL　代表取締役

３. 会社役員の状況
⑴ 取締役の状況（2026年７月31日現在）

（注）１．当社は、2025年10月29日開催の第12回定時株主総会における定款一部変更の決議に基づき、同日
付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。

２．取締役（監査等委員）安藤伸次氏、塚田英樹氏及び萩生田彩氏は、社外取締役であります。
３．取締役（監査等委員）塚田英樹氏は公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。
４．取締役（監査等委員）萩生田彩氏は弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有し

ております。
５．当社は、社外取締役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。
６．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機

能を強化するために、安藤伸次氏を常勤の監査等委員として選定しております。
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会社役員の状況

⑵ 責任限定契約の内容の概要
　当社と各取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は、会社法第427条第１項の規定に
基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基
づく損害賠償責任限度額は、会社法第425条第１項が定める最低責任限度額としております。な
お、当該責任限定が認められるのは、各取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）が職務
の遂行につき善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

⑶ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約（以下、D＆O保険契
約という。）を保険会社との間で締結しており、これにより、当社及び子会社の取締役・監査役
が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免
責事由に該当するものを除く。）等を補填することとしております。なお、D＆O保険契約の保
険料は、全額を当社が負担しております。
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会社役員の状況

区　　分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取　締　役
（監査等委員である取締役を除く。）

（うち社外取締役）

48,900
（1,800）

48,900
（1,800）

－
（－）

－
（－）

8
（3）

取　締　役
（監査等委員である取締役）

（うち社外取締役）

11,700
（11,700）

11,700
（11,700）

－
（－）

－
（－）

3
(3)

監　査　役
（うち社外監査役）

2,700
（2,700）

2,700
（2,700）

－
（－）

－
（－）

3
（3）

合　　　計
（うち社外役員）

63,300
（16,200）

63,300
（16,200）

－
（－）

－
（－）

14
（9）

⑷ 取締役及び監査役の報酬等
①　当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2025年10月29日開催の第12回定時
株主総会において、年額100,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締
役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は、３名（うち、社外取締役は０名）です。

２．監査等委員である取締役の報酬限度額は、2025年10月29日開催の第12回定時株主総会において、
年額25,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役
の員数は、３名（うち、社外取締役は３名）です。

３．監査等委員会設置会社への移行前においては、取締役の報酬限度額は2016年10月26日開催の第３
回定時株主総会において年額100,000千円以内、監査役の報酬限度額は2021年10月27日開催の第
８回定時株主総会において年額15,000千円以内と決議されておりました。

４．当社は2025年10月29日開催の第12回定時株主総会終結の時をもって監査等委員会設置会社に移行
いたしました。上記には、同日をもって退任した取締役４名及び監査役１名を含んでおります。ま
た、同日の前後で区分をまたいで在任した役員は各区分にそれぞれ計上しているため、合計欄の員数
は実人数（11名、うち社外役員６名）と一致しておりません。

５．社外役員が当社の子会社から当事業年度において役員として受けた報酬等の総額は240千円でありま
す。
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会社役員の状況

②　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2025年10月29日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を
除く。以下、本記載において同じ。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しており
ます。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決
定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合しており、当該決
定方針に沿うものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

１．基本方針
　当社の取締役の報酬は、株主総会で決議された総枠の範囲内で、企業価値の持続的な向
上に資するものであって、優秀な人材の確保・維持が可能となるような報酬水準及び報酬
体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすること
を基本方針とする。具体的には、取締役の報酬は、基本報酬で構成する。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又
は条件の決定に関する方針を含む。）
　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、当社の業績、各取締役の役割におけ
る責務と貢献度、他社水準、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定
するものとする。

３．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　各取締役の報酬については取締役会の決議により決定する。

③　当事業年度において支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役
（常勤監査等委員）
安 藤 伸 次

　安藤伸次氏は、2025年10月29日開催の定時株主総会で決議された定款変更
（監査等委員会設置会社への移行）の効力発生に伴い、監査役を退任し、同日付で
取締役（常勤監査等委員）に就任いたしました。
　監査役在任中（2025年８月１日～2025年10月29日）に開催された取締役会２
回、監査役会５回の全てに出席し、取締役会においては、主に事業会社におけるシ
ステム管理やコンプライアンス担当等の経験と知識及び幅広い見識に基づいた質問
及び発言を行い、意思決定の妥当性・適正性の確保に努めました。また、監査役会
においては、監査の実施状況等について適時必要な発言を行いました。
　取締役（常勤監査等委員）就任後（2025年10月29日～2026年７月31日）に開
催された取締役会10回、監査等委員会15回の全てに出席いたしました。取締役会
においては、引き続き事業会社での豊富な経験と知識及び幅広い見識に基づき、議
案の審議に際して必要な質問及び意見を述べ、意思決定の妥当性・適正性の確保に
努めております。また、監査等委員会においては、取締役の業務執行状況、内部統
制システムの整備及び運用状況等について審議を行うとともに適時必要な発言を行
っており、客観的かつ公正な立場から取締役の職務執行を監督し、適切な助言をす
るという社外取締役に期待する役割を適切に果たしております。

⑸ 社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役（常勤監査等委員）安藤伸次氏は、株式会社Link-U Technologiesの監査役でありま
す。株式会社Link-U Technologiesは当社の完全子会社（当社議決権所有割合100％）であ
り、当社グループの中核事業であるサーバー・プラットフォーム事業を担っております。

・取締役（監査等委員）塚田英樹氏は、塚田会計事務所所長、監査法人クレア社員及び弥生株
式会社社外監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）萩生田彩氏は、NEXTi法律会計事務所代表弁護士及び株式会社CREA 
LEGAL代表取締役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
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会社役員の状況

出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役
（監査等委員）
塚 田 英 樹

　塚田英樹氏は、2025年10月29日開催の定時株主総会で決議された定款変更
（監査等委員会設置会社への移行）の効力発生に伴い、監査役を退任し、同日付で
取締役（監査等委員）に就任いたしました。
　監査役在任中（2025年８月１日～2025年10月29日）に開催された取締役会２
回、監査役会５回の全てに出席し、取締役会においては、主に公認会計士・税理士
としての専門的見地から質問及び発言を行い、意思決定の妥当性・適正性の確保に
努めました。また、監査役会においては、監査の実施状況等について適時必要な発
言を行いました。
　取締役（監査等委員）就任後（2025年10月29日～2026年７月31日）に開催さ
れた取締役会10回、監査等委員会15回の全てに出席いたしました。取締役会にお
いては、引き続き公認会計士・税理士の専門的見地から議案の審議に際して必要な
質問及び意見を述べ、意思決定の妥当性・適正性の確保に努めております。また、
監査等委員会においては、取締役の業務執行状況、内部統制システムの整備及び運
用状況等について審議を行うとともに適時必要な発言を行っており、客観的かつ公
正な立場から取締役の職務執行を監督し、適切な助言をするという社外取締役に期
待する役割を適切に果たしております。

取締役
（監査等委員）
萩 生 田 彩

　萩生田彩氏は、2025年10月29日開催の定時株主総会で決議された定款変更
（監査等委員会設置会社への移行）の効力発生に伴い、取締役を退任し、同日付で
取締役（監査等委員）に就任いたしました。
　取締役在任中（2025年８月１日～2025年10月29日）に開催された取締役会２
回の全てに出席し、主に弁護士としての専門的見地から質問及び発言を行い、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性の確保に努めました。
　取締役（監査等委員）就任後（2025年10月29日～2026年７月31日）に開催さ
れた取締役会10回の全てに、監査等委員会15回のうち14回に出席いたしました。
取締役会においては、引き続き弁護士の専門的見地から議案の審議に際して必要な
質問及び意見を述べ、意思決定の妥当性・適正性の確保に努めております。また、
監査等委員会においては、取締役の業務執行状況、内部統制システムの整備及び運
用状況等について審議を行うとともに適時必要な発言を行っており、客観的かつ公
正な立場から取締役の職務執行を監督し、適切な助言をするという社外取締役に期
待する役割を適切に果たしております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第26条の規定に基づき、取締役会決議
があったものとみなす書面決議が2025年８月１日～2025年10月29日に３回、2025年10月29日～
2026年７月31日に４回ありました。
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35,500千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 35,500千円

４. 会計監査人の状況
⑴ 名称　　　　　　　　　　永和監査法人

⑵ 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

⑶ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ
る場合は、監査等委員である取締役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場
合、監査等委員会が選定した監査等委員である取締役は、解任後最初に招集される株主総会にお
きまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑷ 会計監査人との責任限定契約に関する事項
　当社は、定款に会計監査人の責任限定契約に関する規定を設けております。
　当該規定に基づき、当社が会計監査人との間で締結した責任限定契約の内容の概要は、次のと
おりであります。
（責任限定契約の内容の概要）
　会社法第423条第１項の賠償責任について、その職務を行うにつき悪意又は重大な過失があっ
た場合を除き、監査報酬その他の職務執行の対価として受けるべき財産上の利益の額の事業年度
ごとの合計額のうち最も高い額に２を乗じて得た額をもって損害賠償責任の限度とする。
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連結財政状態計算書

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 現 金 同 等 物

営業債権及びその他の債権

契 約 資 産

貸 付 金 （ 流 動 ）

そ の 他 の 流 動 資 産

非 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

使 用 権 資 産

の れ ん

無 形 資 産

持分法で会計処理されている投資

貸 付 金 （ 非 流 動 ）

そ の 他 の 金 融 資 産

そ の 他 の 非 流 動 資 産　

2,336,304

953,507

938,510

160,898

34,521

248,865

2,529,588

276,622

196,490

330,601

293,327

462,883

125,701

843,728

232　

（ 負 　 債 ）
流 動 負 債 1,394,507

営業債務及びその他の債務 756,845

借 入 金 331,980

リ ー ス 負 債 139,109

未 払 法 人 所 得 税 69,277

そ の 他 の 流 動 負 債 97,294

非 流 動 負 債 1,181,852

借 入 金 974,391

引 当 金 50,534

リ ー ス 負 債 45,944

繰 延 税 金 負 債 110,982

負 債 合 計 2,576,360

（ 資   本 ）
親会社の所有者に帰属する持分 2,289,532

資 本 金 477,240

資 本 剰 余 金 207,209

利 益 剰 余 金 1,179,644

自 己 株 式 △135

その他の資本の構成要素 425,573

資 本 合 計 2,289,532

資 産 合 計 4,865,892 負 債 及 び 資 本 合 計 4,865,892

連　結　財　政　状　態　計　算　書
（2026年７月31日現在）

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(2025年８月 1 日から
2026年７月31日まで)

科 目 金 額
売 上 収 益 4,800,392
売 上 原 価 2,353,866
売 上 総 利 益 2,446,526

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,069,616
減 損 損 失 767,242
そ の 他 の 収 益 10,241
そ の 他 の 費 用 28,622
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 26,147
営 業 損 失 △382,566

金 融 収 益 27,290
金 融 費 用 25,461
税 引 前 当 期 損 失 △380,737

法 人 所 得 税 費 用 139,473
当 期 損 失 △520,211
当 期 損 失 の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 △554,815
非 支 配 持 分 34,604
当 期 損 失 △520,211

連　結　損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　  産　  の　  部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
未 収 入 金
前 払 費 用
前 渡 金
短 期 貸 付 金
貸 倒 引 当 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
建 物 附 属 設 備
工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソフトウエア仮勘定
コ ン テ ン ツ 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
貸 倒 引 当 金　

826,826
114,387
306,655
117,026
36,260

130,900
36,197

△12,640
98,038

2,177,843
56,026
22,233
30,340
3,452

238,797
232,511

6,000
285

1,883,020
75,022

1,107,045
3,000

300,326
942,504
116,886
55,007

△716,772　

（負　  債　  の　  部）

流 動 負 債 377,595

１年内返済予定の長期借入金 219,980

未 払 金 95,317

未 払 費 用 41,231

未 払 法 人 税 等 12,045

預 り 金 5,021

前 受 金 4,000

固 定 負 債 803,391

長 期 借 入 金 803,391

負 債 合 計 1,180,986

（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,823,683

資 本 金 477,240

資 本 剰 余 金 476,240

資 本 準 備 金 476,240

利 益 剰 余 金 870,338

そ の 他 利 益 剰 余 金 870,338

繰 越 利 益 剰 余 金 870,338

自 己 株 式 △135

純 資 産 合 計 1,823,683

資 産 合 計 3,004,669 負 債 純 資 産 合 計 3,004,669

貸　借　対　照　表
（2026年７月31日現在）

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2025年８月 1 日から
2026年７月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 703,258
売 上 原 価 99,717
売 上 総 利 益 603,540
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 470,777
営 業 利 益 132,762
営 業 外 収 益

受 取 利 息 17,351
為 替 差 益 9,986
そ の 他 647 27,985

営 業 外 費 用
支 払 利 息 17,112
暗 号 資 産 評 価 損 3,698
投 資 事 業 組 合 運 用 損 18,289 39,100

経 常 利 益 121,647
特 別 利 益

子 会 社 株 式 売 却 益 68,500
新 株 予 約 権 戻 入 益 189 68,689

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 3,989
事 務 所 移 転 費 7,591
減 損 損 失 10,130
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 729,412 751,123

税 引 前 当 期 純 損 失 △560,786
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △29,528
法 人 税 等 調 整 額 47,025 17,496
当 期 純 損 失 △578,283

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年９月24日

Link-Uグループ株式会社
取締役会　御中

永和監査法人
　東京都中央区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 荒 川 栄 一
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 芦 澤 宗 孝

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、Link-Uグループ株式会社の2025年８月１日から
2026年７月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算
書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指
定国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、Link-Uグループ株式会社
及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用
される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

強調事項
　「11．重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、会社は、2026年９月14日開催の取締
役会において、クランチロール株式会社との間で資本提携契約を締結すること及び同社を割当予定先とす
る第三者割当による新株式発行を行うことを決議し、同日付で契約を締結した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作

成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指定国際
会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。
これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計
基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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連結計算書類に係る会計監査報告

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書
類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指
定国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関
連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に
関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための
対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年９月24日

Link-Uグループ株式会社
取締役会　御中

永和監査法人
　東京都中央区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 荒 川 栄 一
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 芦 澤 宗 孝

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、Link-Uグループ株式会社の2025年８月１
日から2026年７月31日までの第13期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ
れる規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　「12．重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、会社は、2026年９月14日開催の取締
役会において、クランチロール株式会社との間で資本提携契約を締結すること及び同社を割当予定先とす
る第三者割当による新株式発行を行うことを決議し、同日付で契約を締結した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注
記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

－ 44 －
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計算書類に係る会計監査報告

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための
対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年８月１日から2026年７月31日までの第13期事業年度における取締役の職
務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について取締役などからその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
　　　①　監査等委員会が定めた監査の方針、監査計画に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な

会議に出席し、取締役などからその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また子会社につい
ては、子会社の監査役などとの意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報
告を受けました。

　　　②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態
計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告

－ 46 －
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監査等委員会の監査報告

常勤監査等委員
（ 社 外 取 締 役 ） 安 藤 　 伸 次 ㊞

監 査 等 委 員
（ 社 外 取 締 役 ） 塚 田 　 英 樹 ㊞

監 査 等 委 員
（ 社 外 取 締 役 ） 萩 生 田 　 彩 ㊞

２．監査の結果
　⑴事業報告等の監査結果
　　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。
　　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。
　　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容並びに取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

　⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人永和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　⑶連結計算書類の監査結果
　　会計監査人永和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年９月24日

L i n k - U グ ル ー プ 株 式 会 社
監 査 等 委 員 会

以　上
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地図

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
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交通　ＪＲ中央線・総武線「御茶ノ水」駅　聖橋口より　徒歩１分
東京メトロ千代田線「新御茶ノ水」駅　Ｂ２出口　直結
東京メトロ丸ノ内線「御茶ノ水」駅　出口１より　徒歩４分
都営新宿線「小川町」駅　Ｂ３出口より　徒歩６分


